
6　  INNERVISION (30・1) 2015

　平成 26（2014）年 6 月，政府は「死因
究明等推進計画」を閣議決定し，今後の
わが国の死因究明等に関する施策の枠組
みを示すとともに，関係省庁，地方自治体，
ならびに学会や団体が果たすべき役割な
どについて明らかにした。
　この「死因究明等推進計画」（以下，推
進計画）は，内閣府に設置された死因究
明等推進計画検討会（図1）が，平成26年
4月にまとめた最終報告書をほぼそのまま
の形で閣議決定したものであり，実質的
な内容は最終報告書と変わらない。筆者
は日本医師会の副会長として，この死因
究明等推進計画検討会に専門委員として
参画した。以下，本稿では本検討会を通
して多くの研究者，関係者の方々をはじめ，
関係省庁の担当者の皆様と議論を交わさ
せていただいた経験を基に，最終報告書
および推進計画の内容について，主とし
てAiに関係する内容を中心に解説を試み
るとともに，その評価と今後の展望などに
ついて若干の私見を述べる。

　周知のように，平成24（2012）年6月，
「死因究明等の推進に関する法律」（以下，
推進法）と「警察等が取り扱う死体の死因
又は身元の調査等に関する法律」（死因・
身元調査法）の，いわゆる死因究明2法が
国会で成立し，政府はこのうちの推進法に
基づき，死因究明等に関して講ずべき法
制上，財政上の措置等に関する計画の案
を作成するため，同年9月，内閣府に官房
長官を座長とする死因究明等推進会議を
設置した（図2）。もっとも，具体的な推進
計画の内容の作成作業は，この推進会議
の下に設けられた前述の死因究明等推進
計画検討会において進められ，平成24年
10月から平成26年4月まで計18回にわ
たる会議を経て報告書の取りまとめに至っ
たものである。その後5月には，本検討会
の最終報告書が死因究明等推進会議の持
ち回り会議で了承され，同年6月，前述
のように政府の「死因究明等推進計画」と
して閣議決定されるに至った。

最終報告書の概要

　最終報告書の全体の構成は，図3に示
した目次のとおりである。本文は三部構
成で「第1　死因究明等推進計画策定の
基本的考え方」「第2　死因究明等の推
進を行うための当面の重点施策」「第3
推進体制等」で，これに「はじめに」と

「おわりに」が加わるが，閣議決定され
た推進計画では，これらの「はじめに」
と「おわりに」が省かれた本文部分がそ
のまま用いられている。
　第1の基本的考え方の部分では，現
在わが国では年間約127万5000人が亡
くなり，このうち警察が取り扱う死体数
は17万体に近く，これらの数字は今後
高齢化の進展等を受けてしばらくは増加
を続けることが見込まれる現状にあり，
一方で，東日本大震災の経験や今後の
大規模災害発生の可能性等を勘案し，
死因究明等の推進が重要な課題である
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